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第４款 氏の付与の規則 (Des de 	
du nom de famille)
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第311条の21 (2002年３月４日の法律第304号, 2003年６月18日の法律第
516号) ①子の親子関係が, 遅くともその出生の申述の日に, 又はその後
ではあるが同時に, その両親に関して確立されるときには, その両親は子
に付与される氏を (次の中から) 選択する｡ ：あるいは父の氏, あるいは
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母の氏, あるいは両親のそれぞれにつき一つの氏を限度として両親によっ
て選択された順序で結合されたそれらの二つの氏｡ 子の氏の選択を記載す
る身分吏への共同の申述がない場合には, 子は, その親子関係が最初に確
立された親の一方の氏を, そしてその親子関係がその一方及び他方に関し
て同時に確立された場合にはその父の氏を取得する｡
②少なくとも親の一方がフランス人である子の外国での出生の場合には,
前項の条件のもとでの選択の権限を使用しなかった親は, 遅くとも子の出
生の３年以内に, 証書の騰記の申請に際して, 同様の申述を行うことがで
きる｡
③ (2005年７月４日のオルドナンス第759号)《共通の子に関して本条又は
第311条の23第２項がすでに適用されたときには, 先に付与され又は選択
された氏は, 他の共通の子についても効力を有する｡》
④親又はその一方が複合の氏を称するときには, その者は, 書面による共
同の申述によって, その者の子に一つの氏だけを受け継がせることができ
る｡
Art. 31121 (L. n2002304 du 4 mars 2002 ; L. n2003516 du 18 juin
2003) Lorsque la filiation d’un enfant est	
de ses deux parents
au plus tard le jour de la de sa naissance ou par la suite mais
	ces derniers choisissent le nom de famille qui lui est 
soit le nom du	soit le nom de la	soit leurs deux nomsdans
l’ordre choisi par eux dans la limite d’un nom de famille pour chacun d’eux. En
l’absence de conjointe 
l’officier de civil mentionnant le
choix du nom de l’enfant, celui-ci prend le nom de celui de ses parents 

duquel sa filiation est 	en premier lieu et le nom de son 	si
sa filiation est 		
de l’un et de l’autre.
En cas de naissance 
	d’un enfant dont l’un au moins des parents
est les parents qui n’ont pas de la de choix du nom dans
les conditions du 	peuvent effectuer une telle lors
de la demande de transcription de l’acte, au plus tard dans les trois ans de la
402(837) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
[一] 本条から第311条の24までは, 子の氏 (nom de famille) に関して規定
する｡ 2002年３月４日の法律は, 第７章第１節 ｢嫡出親子関係及び自然親子関
係に共通する規定｣ に第５款 ｢氏の付与の規則｣ を新設した｡ それまで, フラ
ンス法には嫡出子がいかなる氏を称するかについての明文規定は存在せず, 慣
習法に基づき父の氏を受け継ぐとされていた｡ 自然子については, 1972年１月
３日の法律が次のように規定していた｡ ｢自然子は, その両親のうち, その者
に対してその親子関係が最初に確立される者の氏を取得する｡ その親子関係が
一方及び他方に対して同時に確立される場合には, その父の氏を (取得する)｣
(旧334条の１)｡ もっとも, この原則には, ｢自然子は, 親子関係が父に対して
二番目にのみ確立されたときであっても, その未成年中にその両親が後見裁判
官の面前でそれについて共同の申述を行う場合には, 取替えによって父の氏を
称すること｣ ができる (旧334条の２) という例外もあった (その他, 旧334条
の３, 旧334条の５も参照)｡ 2002年法は, このような子の氏をめぐるこれまで
の慣習法や規定を男女 (父母) 平等, 嫡出子・自然子の平等の観点から見直し
たものである｡ 2002年法は, 氏を表す用語を従来の <patronyme>から <nom
de famille>に改めている｡ なお, 2002年法による改正の前に, 1985年12月23
日の法律第43条は, 子の氏における父の優位性を緩和するために, 伝えられな
かった他方の親の氏を付加した氏を使用すること― ｢使用の氏｣ (nom d’usage)
として―を認めている｡
2002年法は, その直後の2003年６月18日の法律によって改正されている｡
2003年法は, 2002年法のもっていた不備・欠陥を補完するとともに, (2003年
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naissance de l’enfant.
(Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Lorsqu’il a fait application du
	
article ou du de l’article 31123 
d’un enfant
commun, le nom 	
ou choisi vaut pour les autres enfants
communs.
Lorsque les parents ou l’un d’entre eux portent un double nom de famille,
ils peuvent, par une 

conjointe, ne transmettre qu’un seul
nom leurs enfants.
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 403(836)
９月１日とされていた) その施行日を2005年１月１日に延期した｡ 嫡出親子関
係と自然親子関係の区別を廃止した2005年オルドナンスによっても, 本款の規
定は若干の手直しを受けている (民法典第７章第１節第５款は, 同オルドナン
スによって第７章第１節第４款となった)｡
なお, 養子の氏については⇒357条, 363条参照｡
[二] 本条１項は, 子の氏についての自由選択の原則を宣言する｡ 本条１項
によれば, 両親はその子の氏を次の３つの可能性から選択できる｡ ①父の氏,
②母の氏, ③ (両親のそれぞれにつき一つの氏を限度として両親によって選択
された順序で結合された) 複合氏｡ このような自由選択の原則がとられるのは,
子の親子関係が遅くとも出生の申述の日にその両親に関して確立された場合,
または子の親子関係が出生の申述の日の後ではあるが同時にその両親に関して
確立された場合である｡ 一般的に, 夫婦から生まれた子は, 出生の申述の日に
その親子関係が両親に関して確立されている (出生証書における母の表示によっ
て母に関する親子関係が確立され⇒311条の25, 母の夫に対する父性推定が働
く⇒312条)｡ したがって, この場合には両親が子に伝える氏を選択できること
になる｡ 婚外から生まれた子であっても, 本条の要件が充足される限り選択が
可能である｡ この選択は, 子の両親による身分吏 (officier de civil) に対
する共同の申述によってなされる｡
身分吏に対する共同の申述がない場合には, 子はその親子関係が最初に確立
された親の一方の氏を取得する｡ 親子関係が両親に関し同時に確立されたとき
には, 父の氏を取得することになる｡ このような父の優位性には批判がある｡
本条３項によって, 同じ両親から生まれた兄弟姉妹は同じ氏を称するという
ことになる｡
本条４項は, 両親または一方の親が複合氏を称する場合に, 両親の共同の申
述によってその子に複合氏を構成する氏の一つのみを伝えることができること
を規定する｡ したがって, ABという複合氏を称する父と CDという複合氏
を称する母から生まれた子には, A, B, C, Dのうちの一つのみを子の氏とす
ることも可能である｡ このような場合については, すでに１項により, 父の氏
を選択して AB, 母の氏を選択して CDとする他, 複合氏を選択して AC
(または CA), AD (または DA), BC (または CB), BD (または DB)
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404(835) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
とするという10通りの可能性が認められているが, ４項によってさらに４つの
可能性が追加され, 全部で14通りの選択肢が存在することになる｡
本条は, 民法典第22条の１の規定によりフランス人となる子に前条の規定が
適用されうることを規定する｡
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第311条の22 (2002年３月４日の法律第304号, 2003年６月18日の法律第
516号) 第311条の21の規定は, コンセイユ・デタの議を経たデクレによっ
て定められる条件のもとに, 第22条の１の規定によりフランス人となる子
に適用される｡
Art. 31122 (L. n2002304 du 4 mars 2002 ; L. n2003516 du 18 juin
2003) Les dispositions de l’article 31121 sont applicables l’enfant qui
devient 	
en application des dispositions de l’article 221, dans les con-
ditions 	
par un pris en Conseil d’Etat.
第311条の23 (2005年７月４日のオルドナンス第759号, 2009年１月16日
の法律第61号) ①親子関係が一方の親に関してしか確立されないときには,
子はその親の氏を取得する｡
②第二の親子関係の確立のときは, その後子が未成年の間, 親は, 身分吏
の面前での共同の申述によって, あるいは, 親子関係が二番目に確立され
た親の氏に取り替えること, あるいは, 両親のそれぞれにつき一つの氏を
限度として, 両親によって選択された順序で, それらの二つの氏を結合す
ることを選択することができる｡ 氏の変更は, 出生証書の余白に記載され
る｡
③ただし, 他の共通の子に関して第311条の21又は本条第２項がすでに適
用されたときには, 氏の変更の届出は, 先に帰属され又は選択された氏を
与えること以外の効果をもつことはできない｡
④子が13歳以上の場合には, その個人的同意が必要である｡
Art. 31123 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005 ; L. n200961 du 16 janv.
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 405(834)
本条は, 父母の一方に関してのみ親子関係が確立された場合には子はその一
方の親の氏を取得すること (１項), 第２の親子関係が確立された場合には,
両親の共同の申述によって, 氏の取替えまたは複合氏を選択できること (２項)
などを規定する｡
本条は, 第311条の21および第311条の23に基づく選択が一度しか行使されえ
ないことを規定する｡
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2009) Lorsque la filiation n’est 	
d’un parent, l’enfant prend
le nom de ce parent.
Lors dedu second lien de filiation puis durant lade
l’enfant, les parents peuvent, parconjointe devant l’officier de
civil, choisir soit de lui substituer le nom de famille du parentduquel
la filiation a en second lieu, soit d’accoler leurs deux noms, dans
l’ordre choisi par eux, dans la limite d’un nom de famille pour chacun d’eux.
Le changement de nom est en marge de l’acte de naissance.
Toutefois, lorsqu’il a fait application de l’article 31121 ou du

du article d’un autre enfant commun, la
de changement de nom ne peut avoir d’autre effet que de donner
le nom 
ou choisi.
Si l’enfant a plus de treize ans, son consentement personnel est
第311条の24 (2003年６月18日の法律第516号により改正された2002年３
月４日の法律第304号) 第311条の21及び (2005年７月４日のオルドナンス
第759号)《第311条の23》の適用によって開かれた選択の権限は, 一度し
か行使されえない｡
Art. 31124 (L. n2002304 du 4 mars 2002, mod. par L. n2003516 du
18 juin 2003) La
de choix ouverte en application des articles 31121 et
(Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) 31123ne peut qu’une
seule fois.
406(833) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
第２節 親子関係の確立 (De 		

de la filiation)
親子関係は, ｢法律の効果｣, ｢任意認知｣, ｢公知証書によって認定される身
分占有｣, または ｢判決｣ によって確立される (⇒310条の１)｡ 本節は, その
前３者, すなわち ｢法律の効果による親子関係の確立｣ (第１款), ｢認知によ
る親子関係の確立｣ (第２款), ｢身分占有による親子関係の確立｣ (第３款) に
ついての規定を置く｡
本節第１款では, まず, 母子関係について, 子の出生証書における母の表示
が母子関係を確立することが規定される (⇒311条の25)｡ 次いで, 父子関係に
ついて, 父子関係の推定 (⇒312条), およびその推定の排除 (⇒313条), 回復
(⇒314条・315条) が規定される｡
第１款 法律の効果による親子関係の確立 (De		

de la filiation par
l’effet de la loi)
§１ 出生証書における母の表示 (De la 	de la 
dans l’acte de
naissance)
[一] 本条は, 子の出生証書 (acte de naissance) における母の表示 (	
) が母子関係を確立することを規定する｡ 子の出生証書が, 母子関係の
通常の証明方法である (⇒310条の３参照)｡
[二] ナポレオン法典では, 嫡出母子関係は子の出生証書によって証明され
た (319条) が, 自然母子関係についてはそうではなかった｡ 1972年法は, 自
然母子関係につき, ｢母の表示を含む出生証書は, それが, 身分占有によって
裏付けられるときは, 認知に相当する｣ (337条) との規定を置いたが, 出生証
書における母の表示だけでは自然母子関係を証明することができなかった｡
研
究
ノ
ー
ト
第311条の25 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) 親子関係は, 母
に関しては, 子の出生証書における母の表示によって確立される｡
Art. 31125 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) La filiation est 

de la 
par la 	de celle-ci dans l’acte de naissance de
l’enfant.
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 407(832)
2005年オルドナンスは, 母が婚姻関係にあるか否かにかかわらず, 出生証書に
おける母の表示のみを母子関係の確立・証明方法として認める改正を行ったの
である｡
§２ 父子関係の推定 (De la 	
de 
	)
[一] 本条は, 夫の父性推定 (	
de 
	du mari) を規定す
る｡ この制度の起源は, ＜pater is est quem nuptiae demonstrant＞ ｢父は婚姻が
示すところの者なり｣ という古い法諺にまで遡ることができる｡ 嫡出父子関係
の推定規定として存在していた本条は, 2005年オルドナンスによる改正後も維
持された｡ 夫婦間の同居義務・貞操義務 (⇒212条, 215条) および経験則に根
拠が求められる｡
[二] まず, 母の婚姻中に懐胎された子が, 母の夫の子であるとの推定を受
ける｡ しかしながら, 今日においても懐胎の日時を特定することは不可能であ
る｡ そこで, 懐胎の時期に関する推定の規定 (⇒311条) が適用され, 婚姻の
挙式より180日以後, 婚姻の解消後300日以内に生まれた子はその婚姻の夫の子
と推定されることになる｡
[三] また, 婚姻中に出生した子も, この推定の対象となる｡ 婚姻から180
日目より前に出生した子について, 1972年法は ｢婚姻から180日目より前に出
生した子は嫡出であり, かつ, その懐胎後直ちに嫡出であったとみなされる｣
(旧314条１項) と規定しながらも, ｢夫は出産の日の証明のみに基づいて子を
否認することもできる｡ ただし, 夫が婚姻前に妊娠を知った場合又は夫が出生
の後に父としてふるまった場合には, その限りでない｣ (同３項―この点のナ
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第312条 (1972年１月３日の法律第３号) ①婚姻中に懐胎され, (2005年
７月４日のオルドナンス第759号)《又は出生した》子は夫を父とする｡
② 2005年７月４日のオルドナンス第759号により削除
Art. 312 (L. n723 du 3 janv. 1972) L’enfant conçu (Ord. n2005759 du
4 juill. 2005) ou 
pendant le mariage a pour le mari.
Al. 2 par Ord. n2005759 du 4 juill. 2005.
408(831) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
ポレオン法典の規定については, ナポレオン法典原始規定314条参照) と規定
していた｡ このように, 1972年法では, 婚姻から180日目より前に出生した子
は嫡出子と扱われてはいたが, その嫡出性は婚姻中に懐胎された子よりも弱い
ものであった｡ 2005年オルドナンスは, 婚姻中に出生した子を婚姻中に懐胎さ
れた子と完全に同一視した｡
[一] 本条は, 前条に規定される夫の父性推定が排除される２つの場合を規
定する｡ 第１に, 子の出生証書が父の資格で夫を表示しない場合であり, 第２
に, 子の懐胎期間に夫婦が婚離または別居の手続中である場合である｡ このよ
うな場合には, 夫が子の真実の父ではないと考えるのが合理的であることが本
規定の根拠である｡ 夫の父性推定は当然に (de plein droit) 排除されるのであ
り, 訴えを提起する必要はない｡ なお, この第１の場合については, 2005年オ
ルドナンスにおいては314条に規定されていたが, 2009年法は夫の父性推定が
排除される２つの場合を本条にまとめて規定した｡
[二] 夫の父性推定が排除される第１の場合について, 1972年法は, ｢父子
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第313条 (2009年１月16日の法律第61号) 父子関係の推定は, 子の出生
証書が父の資格で夫を表示しないときには排除される｡ 父子関係の推定は,
また, 離婚又は別居の請求の場合に, 子が, あるいは, 離婚の結果の総体
を定める約定又は第250条の２の適用によりとられた仮の措置の認可, あ
るいは, 非勧解の命令の日付から300日より後, 及び請求の終局的な棄却
又は和睦の後180日より前に出生したときにも排除される｡
Art. 313 (L. n200961 du 16 janv. 2009) La	
de	
	est
	lorsque l’acte de naissance de l’enfant ne 
pas le mari en

	de Elle est encore 	en cas de demande en divorce ou en
	
de corps, lorsque l’enfant est plus de trois cents jours la
date soit de l’homologation de la convention 	 l’ensemble des
du divorce ou des mesures provisoires prises en application de
l’article 2502, soit de l’ordonnance de non-conciliation, et moins de cent
quatre-vingts jours depuis le rejet 

	
de la demande ou la 

	

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関係の推定は, 子が夫の氏の表示なしに登録され, かつ, 母に対してのみ身分
占有を有するときは排除される｣ (1972年法による313条の１) と規定していた｡
2005年オルドナンスも, ｢父子関係の推定は, 子の出生証書が父の資格で夫を
表示しておらず, かつ子がその者に関して身分占有を有しない場合には排除さ
れる｣ (2005年オルドナンスによる314条) と規定した｡ これらの規定では, 夫
の父性推定の排除には, 出生証書における夫の表示の不存在のみならず, 子が
夫に関して身分占有を有しないことが必要とされていた｡ しかし, 2009年法は,
この第２の要件を消滅させた (夫に関する身分占有の存在が推定を回復させる
ことについては⇒314条)｡ したがって, 現行法では, 子の出生証書における父
の資格での夫の表示の不存在 (このような夫の表示がない場合の多くは, 夫婦
が事実上別居しているケースである) のみで夫の父性推定が排除されることに
なっている｡ 夫の父性推定を働かせるか否かは, 大きく母の意向にかかってい
るといえよう｡
[三] 2005年オルドナンスによる本条２項には, 排除される父性推定の回復
についての次のような規定が存在していた｡ ｢ただし, 子が夫婦の各々に関し
て身分占有を有し, かつ子が第三者に関してすでに確立された父子関係を有し
ない場合には, 父子関係の推定は当然に回復されることになる｣｡ しかし,
2009年法は削除した (⇒314条の注釈参照)｡
[一] 本条は, 第313条により排除される父性推定が身分占有によって回復
されることを規定する｡ 2009年の改正までは, このような父性推定の回復は第
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第314条 (2009年１月16日の法律第61号) 父子関係の推定は, 第313条の
適用により排除されるときでも, 子が夫に関して身分占有を有し, かつ子
が第三者に関してすでに確立された父子関係を有しない場合には, 当然に
回復する｡
Art. 314 (L. n200961 du 16 janv. 2009) Si elle a en applica-
tion de l’article 313, la 	
	de 	se trouve de plein
droit si l’enfant a la possession du mari et s’il n’a pas une
filiation paternelle d’un tiers.
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313条第２項で規定されていた｡ 2009年法は, 第313条第１項の父性推定が排除
される場合に ｢子の出生証書が父の資格で夫を表示しない場合｣ (2009年改正
までは314条に規定されていた) を加えるとともに, 第313条第２項を削除し,
父性推定の回復の規定を本条に置いた｡ したがって, 現行法では, 第313条に
規定される父性推定が排除される２つの場合のいずれもが本条の回復の対象と
なる｡
[二] 本条による父性推定の回復には, まず子が夫に関して身分占有を有す
ることが必要である｡ したがって例えば, 子の出生証書に夫が表示されていな
くとも, 夫がその子の父として行動している場合には, 父性推定が (裁判によ
らず) 回復されうる｡ また, 子と第三者の親子関係がすでに確立していないこ
とも必要である｡ 子が父性推定の回復までの間にすでに第三者 (母の恋人) に
よって認知されている場合もあろう｡ この場合には, 夫は, 父性推定を回復さ
せるためには, 訴えを提起しなければならない (⇒315条, 329条)｡
本条は, 第313条によって父性の推定が排除される場合でも, 裁判によって
父性の推定が回復されうることを規定する｡ また, 2009年法は, 父性の推定が
排除された場合に, 母の夫が子を認知できることを明文で承認した｡ この可能
性は, 母 (およびその恋人) に与えられた権限 (⇒313条の注釈 [二], 314条
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第315条 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) 父子関係の推定が
(2009年１月16日の法律第61号)《第313条》に定められる条件のもとに排
除されるときには, その効力が第329条に定められる条件のもとに裁判で
回復されうる｡ (2009年１月16日の法律第61号)《夫は, 同様に, 第316条
及び第320条に定められる条件のもとに子を認知する可能性を有する｡》
Art. 315 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Lorsque la 	
de
	
	est 	dans les conditions (L. n200961 du 16 janv.
2009)l’article 313, ses effets peuvent		
en justice dans les con-
ditions l’article 329. (L. n200961 du 16 janv. 2009) Le mari a
	la 


	de 	l’enfant dans les conditions 
aux articles 316 et 320.
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の注釈 [二] 参照) に対する夫の対抗手段としての意義をもつ｡
第２款 認知による親子関係の確立 (De 		

de la filiation par la re-
connaissance)
[一] 本条は, 認知による親子関係の確立について規定する (⇒310条の１
参照)｡ ナポレオン法典以降, 1972年法においても, 認知 (reconnaissance) は
裁判外で自然親子関係を確立する唯一の手段であった (その後, 1982年６月25
日の法律が身分占有による自然親子関係の確立を可能とする)｡ 逆に, 認知は
嫡出親子関係については, いかなる有用性をももたなかった｡ 何故なら, 嫡出
注
釈
・
フ
ラ
ン
ス
家
族
法
(
)
第316条 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) ①親子関係が本節第
１款に定められる条件のもとに確立されないときには, 親子関係は, 出生
の前又は後になされる, 父子関係又は母子関係の認知によって確立されう
る｡
②認知は, それを行った者に関してしか親子関係を確立しない｡
③認知は, 出生証書において, 身分吏によって受理される証書によって,
又は他のすべての公署証書によって行われる｡
④証書は, 第62条に定められる挙示及び認知を行った者がこのように確立
された親子関係の可分的性質を知らされたことの記載を含む｡
Art. 316 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Lorsque la filiation n’est pas

dans les conditions
	la section I du	
chapitre, elle peut

par une reconnaissance de 
ou de 
faite avant ou
	la naissance.
La reconnaissance la filiation de son auteur.
Elle est faite dans l’acte de naissance, par acte 
par l’officier de 
civil ou par tout autre acte authentique.
L’acte comporte les 	
	l’article 62 et la mention que
l’auteur de la reconnaissance a du 
divisible du lien de
filiation ainsi 
412(827) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
親子関係は出生証書における母の表示 (それが夫の父性推定をもたらす) から
生じるからである｡
2005年オルドナンスは, 嫡出子と自然子の区別を撤廃し, 親子関係確立の形
態を統一化した｡ 本条１項が規定するように, 認知は現行法では, 第１款に規
定される ｢法律の効果による親子関係の確立｣ がない場合の補完的確立形態と
なっている｡ 2005年オルドナンスによる改正は, 出生証書における母の表示の
みで (婚内子・婚外子を問わず) 母子関係を証明することを可能とする (⇒
311条の25)｡ したがって, 母子関係には認知は原則として不要である｡ 子の出
生証書に母が表示されない場合に (たとえば母の意思によって―匿名出産),
例外的に認知が必要となることがあるにすぎない｡ 父子関係については, 父が
子の母と婚姻している場合には認知は不要である (母子関係が確立されるかぎ
り, 夫の父性推定により自動的に確立される⇒312条―もっとも2009年法によ
る315条参照)｡ しかし, そうでない場合には, 認知が父子関係の通常の確立方
法となる｡
[二] 認知が有効となるためには, 実質的要件および形式的要件を充たさな
ければならない｡ 前者としては, 自由でかつ瑕疵のない同意 (consentement
libre et non ) が存在することが求められる｡ したがって, 同意に錯誤,
詐欺または強迫が存在する場合には, 認知は無効となる｡ 認知は親自身によっ
てのみなされうるのであり, 未成年者でも法定代理人の同意を要せず単独でな
しうる [個人的・一身専属的 (personnel) 性質]｡ 認知される子については,
たとえ子が成年に達していてもその承諾は必要ではない (日本民法782条と異
なる)｡ (生まれていなくても) 懐胎されている子を認知することは可能である
(判例によってすでに認められていたが, 2005年オルドナンスにより本条１項
に明文で規定されることになった)｡
本条３項は, 認知の形式的要件を規定する｡ 認知は要式行為である [要式的
(solennel) 性質]｡ 認知は, その重要性から公署証書 (acte authentique) によっ
てなされなければならない｡ したがって, 私署証書 (acte sous seing )
によってなされる認知は無効である [自筆遺言証書 (testament olographe) は
私署証書であり, それによる認知は無効である―日本民法781条２項とは異な
る]｡ 認知は, 多くの場合, 子の出生の際に身分吏の面前でなされる｡ 子の出
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生を届け出ると同時に, 届出人 (通常は父) は子を認知し, 身分吏がそれを出
生証書に記載する｡ 認知が出生届の前または後になされることもありうる｡ こ
の場合には, 別の証書によって認知がなされ, それが子の出生証書の欄外に記
載される｡ 認知は, 公証人 (notaire) の面前でもなされうる [公証証書 (acte
) による認知]｡
[三] 認知の効果は, 認知者と子との間の親子関係の存在を確立することで
ある｡ 認知には個別的 (individuel), 可分的 (divisible) 性質があり, それを
行った者に関してしか親子関係を確立しない (２項―４項も参照)｡ また, 認
知は対世的効果 (erga omnes) をもち, 認知者 (およびその相続人) のみなら
ず, すべての人に主張できる｡ さらには, 認知は宣言的 (	
) であり,
親子関係を創造するものではなく, すでに存在する地位を確認するにすぎない｡
したがって, 遡及効を有する｡
認知は, 認知者の意思のみに基づいて撤回することはできない [非撤回的
(
) 性質]｡ しかし, 認知者は認知が真実に反していること, 虚偽で
あることを証明してそれを争うことができる (⇒332条以下)｡ また, 認知が無
効となることがある｡ 認知の無効には, 絶対的無効と相対的無効がある｡ 認知
が形式的要件を欠く場合 (たとえば認知が私署証書によってなされた場合),
または認知することを禁止されている子 (⇒310条の２) を認知した場合は,
絶対的無効である (すべての利害関係人が無効を主張できる)｡ 他方, 認知者
の同意に瑕疵 (錯誤, 詐欺または強迫) が存在する場合は, 相対的無効である
(認知者自身またはその相続人のみが訴えを提起できる)｡
第３款 身分占有による親子関係の確立 (De de la filiation par
la possession 	)
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第317条 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) ①親の各々又は子は,
第71条及び第72条に定められる条件のもとに, 反対の証明があるまで身分
占有を証明する公知証書がそれらの者に交付されることを裁判官に請求す
ることができる｡
414(825) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
[一] 親子関係 (父子関係であれ, 母子関係であれ) は, 公知証書 (acte de
) により認定される身分占有 (possession 	
) [身分占有の要素・
性質については, ⇒311条の１, 311条の２参照] によっても確立・証明されう
る (⇒310条の１, 310条の３)｡
本条１項 (旧311条の３・１項が2005年オルドナンスによってほぼそのまま
ここに引き継がれている) は, この公知証書の交付が父母の一方 (または双方
が共同で), ないしは子によってのみ請求されうることを規定する｡ 裁判官は,
身分占有の要素が十分ではないと判断する場合には, 公知証書の交付を拒否す
る｡ しかし, それに対する不服申立ては認められない (72条)｡ 逆に身分占有
が存在すると判断する場合には, 裁判官は公知証書 (３人の証人による申述を
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②親と主張される者が子の出生の届出前に死亡したときには, 公知証書が
第311条の１の意味での事実の十分な集合を証明して交付されうる｡
③公知証書の交付は, 主張される身分占有の消滅から, (2009年１月16日
の法律第61号)《又は親と主張される者の死亡から》５年の期間内におい
てしか請求されえない｡
④公知証書において認定される身分占有によって確立される親子関係は,
子の出生証書の余白に記載される｡
Art. 317 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Chacun des parents ou l’enfant
peut demander au juge que lui soitdans les conditionsaux ar-
ticles 71 et 72, un acte de qui fera foi de la possession 	
	
preuve contraire.
Quand le parent est avant la 

de naissance de
l’enfant, l’acte de  peut  en prouvant une 
suffisante de faits au sens de l’article 3111.
La 
de l’acte de ne peut 
que dans un

de cinq anscompter de la cessation de la possession	

(L.
n200961 du 16 janv. 2009) ou compter du du parent 
La filiation
par la possession	

dans l’acte de
est en marge de l’acte de naissance de l’enfant.
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含んでいなければならない―71条) を作成する｡ なお, ｢身分占有を争う訴え｣
(action en contestation de la possession ) が提起されうることについては,
第335条参照｡
[二] 本条２項は, 親と主張される者が子の出生届の前に死亡した場合にも
公知証書が交付されうることを規定する｡ このことはすでに判例がすでに認め
るところであったが, 2005年オルドナンスによって本項に明文で規定された｡
このいわゆる ｢出生前身分占有｣ (possession 	
) の場合には,
(親と主張される者―実際上は父と主張される者が) 子の名の選択に参加した
こと, 母の出生前検診に付き添ったこと, 家族や第三者に母の妊娠を告げたこ
と, 子に必要な衣服を買ったこと, 子の託児所を探したことなどの事実を証明
して (母によって) 公知証書が請求されることになる｡ (死亡した父と主張さ
れる者の生前認知がない場合には) この手続によって, 母は ｢捜索の訴え｣ を
提起することを免れる｡
[三] 本条３項は, 公知証書の交付請求が身分占有の消滅から (または親と
主張される者の死亡から―2009年法による追加) ５年内になされなければなら
ないことを規定する｡ この期間制限は, 親子関係の早期安定のために2005年オ
ルドナンスによって新たに導入された制度である
(１)
｡
第３節 親子関係に関する訴え (Des actions relatives la filiation)
本節は, 第１款 ｢一般規定｣, 第２款 ｢親子関係の確立を目的とする訴え｣,
第３款 ｢親子関係を争う訴え｣ から構成される｡
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(１) 本条１項, ２項, ３項は, 2011年３月28日の法律第331号によって, 次のように改正
された (さらに５項が追加されている)｡
①親の各々又は子は, 反対の証明があるまで身分占有を証明する公知証書がそれらの者に
交付されることを裁判官に請求することができる｡
②公知証書は, 少なくとも三人の証人の申述に基づいて, かつ, 裁判官が必要であると判
断する場合には, 第311条の１の意味での事実の十分な集合を証明する他のすべての提
出された文書に基づいて作成される｡
③公知証書の交付は, 主張される身分占有の消滅から, 又は親と主張される者の死亡から
５年の期間内においてしか請求されえない｡ 親と主張される者が出生の届出前に死亡し
たときも同様である｡
⑤公知証書も, それを交付することの拒否も, 不服申立ての理由にはならない｡
第１款では, ｢一般規定｣ として, 親子関係に関する訴えの裁判管轄 (318条
の１), 訴権の時効 (321条), 訴え (判決) の性質 (322条～324条) などが規
定される｡
第２款では, ｢親子関係の確立を目的とする訴え｣ として, ｢母子関係捜索の
訴え｣ (action en recherche de 	) (325条), ｢婚外父子関係捜索の訴え｣
(action en recherche de 
	hors mariage) (327条), ｢父性推定回復の訴
え｣ (action en 	judiciaire de la 
	
de 
	) (329条),
｢身分占有認定の訴え｣ (action judiciaire en constatation de la possession 	)
(330条) が規定される｡
第３款では, ｢親子関係を争う訴え｣ として, ｢母子関係を争う訴え｣ (action
en contestation de	), ｢父子関係を争う訴え｣ (action en contestation de

	) (これら２つの訴えについては, 332条以下) のほか, ｢身分占有を
争う訴え｣ (action en contestation de la possession 	) (335条) が規定され
る｡
第１款 一般規定 (Dispositions 		)
本条以下 (318条～324条) は, 親子関係に関する訴えに適用される一般的規
定である｡ 本条は, 生存能力をもって (viable) 出生しなかった子に関するす
べての訴えの不受理性 (	) の原則を規定する｡
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第318条 (1972年１月３日の法律第３号) 生存能力をもって出生しなかっ
た子の親子関係に関しては, いかなる訴えも受理されない｡
Art. 318 (L. n723 du 3 janv. 1972) Aucune action n’est quant
la filiation d’un enfant qui n’est pas 	viable.
第318条の１ (1972年１月３日の法律第３号) 民事について裁判する大
審裁判所のみが, 親子関係に関する訴えを審理するための管轄権限を有す
る｡
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本条は, 親子関係に関する訴えの管轄について規定する｡ 大審裁判所 (tri-
bunal de grande instance) が管轄を有する｡ 2005年オルドナンスによって, そ
れまでの311条の５がそのまま本条に移動された｡
本条によれば, ある者の親子関係を侵害する犯罪, たとえば出産偽造 (sup-
position d’enfant), 子の取替え (substitution d’enfant) などの場合には, 刑事
裁判機関は民事裁判機関が親子関係の問題を解決した後でなければ裁判するこ
とができない｡ 2005年オルドナンスによって, それまでの311条の６が文言の
変更を伴い本条に移動された｡
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Art. 3181 (L. n723 du 3 janv. 1972) Le tribunal de grande in-
stance, statuant en 	civile, est seul 
	pour 
	des
actions relatives la filiation.
第319条 (1972年１月３日の法律第３号) (2005年７月４日のオルドナン
ス第759号)《ある者》の親子関係を侵害する (2005年７月４日のオルドナ
ンス第759号)《犯罪》の場合には, 親子関係の問題について既判力を生じ
た判決の後でなければ, 刑事の訴えについて裁判することができない｡
Art. 319 (L. n723 du 3 janv. 1972) En cas (Ord. n2005759 du 4 juill.
2005)d’infractionportant atteintela filiation (Ord. n2005759 du 4 juill.
2005) d’une personne, il ne peut 	sur l’action 	le
jugement en force de chose 	sur la question de filiation.
第320条 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) 適法に確立される親
子関係は, 裁判でそれが争われない限り, それと相容れない他の親子関係
の確立を妨げる｡
Art. 320 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Tant qu’elle n’a pas 

		en justice, la filiation 			fait obstacle 	
	d’une autre filiation qui la contredirait.
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本条は, 年代順の原則 (principe chronologique) を規定する｡ 2005年オルド
ナンスは, 親子関係の抵触 (衝突) を防止するためにこの原則を規定した｡ 最
初に確立された親子関係が優先され, それと矛盾する親子関係の確立を妨げる
のである｡ したがって例えば, 親子関係の確立を目的とする訴えは, 子がすで
に確立された親子関係を有する場合には, 裁判でそれが争われない限り受理さ
れえないことになる｡
本条は, 親子関係に関する訴権の時効について規定する｡ 1972年１月３日の
法律までは, 親子関係に関する訴えは時効にかからないと考えられていた (旧
328条参照)｡ 1972年法は, それを改め, [より短い期間が規定されている場合
は別として―たとえば父子関係捜索の訴えについては２年 (1972年法による旧
340条の４)] 30年で消滅することを規定した (1972年法による旧311条の７)｡
2005年オルドナンスは, 子の身分の安定を図るために, 親子関係に関する訴権
の時効期間を短縮した｡ 本条が規定するように, 現行法では, 親子関係に関す
る訴えは, 別の規定がある場合 (⇒333条) を除いて, 一般には10年で時効消
滅する｡
時効の起算点は, 子が親子関係を要求する場合は子がその身分を奪われた日
(ほとんどの場合は, 子の出生の日) であり, 逆に争われている (異議を申し
立てられている) のが子の親子関係である場合には, 子がその親子関係の享有
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第321条 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) 親子関係に関する訴
えは, それが法律によって別の期間内に制限されるときは別にして, ある
者が, その者が請求する身分を奪われた, 又はその者について争われてい
る身分を享有し始めた日から10年で時効となる｡ 子に関しては, この期間
は子が未成年の間は停止する｡
Art. 321 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Sauf lorsqu’elles sont
	par la loi dans un autre 
les actions relatives la filiation se
prescrivent par dix anscompter du jourla personne ade
qu’elleou ajouir dequi lui est	A

de l’enfant, ce 
est suspendu pendant sa 
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を開始した日である｡
10年の時効期間は, 子が未成年の間は停止される｡ したがって, 子は28歳ま
で訴えを提起できる｡
親子関係に関する訴えは, その個人的性質 (personnel) から, 原
則として譲渡することはできない｡ 親子関係に関する訴えに関するこの非譲渡
性 (		


) は, 本条１項および２項の場合に緩和される｡ 前者に
よれば, 死亡した者の親子関係に関する訴えは, その死亡者に与えられた期間
の満了までその相続人によって提起されうる｡ また後者によれば, 訴えを提起
した者が裁判中に死亡した場合には, その相続人が訴えを続行する｡ ただし,
訴訟手続の取下げ (

	) 又は滅効 (	) があった場合はこの
限りでない｡
親子関係に関する訴え (訴権) は, 処分することができない (不可処分性―
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第322条 (2005年７月４日のオルドナンス第759号) ①訴えは, それを提
起するためにある者に与えられた期間の満了前に死亡したその者の相続人
によって行使されうる｡
②相続人は同様に, 訴訟手続の取下げ又は滅効がない限り, すでに開始さ
れていた訴えを続行することができる｡
Art. 322 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) L’action peutpar
les 
d’une personne avant l’expiration du qui 
imparti celle-ci pour agir.
Les 
peuvent 	poursuivre l’action 	moins
qu’il n’y ait eu 

	ou 	d’instance.
第323条 (1972年１月３日の法律第３号) 親子関係に関する訴えは, 放
棄の対象とすることができない｡
Art. 323 (L. n723 du 3 janv. 1972) Les actions relatives la filiation ne
peuvent faire l’objet de renonciation.
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	
)｡ したがって, 前もって訴訟を提起することを放棄することは
できないのである｡ たとえば, 子の母が前もって父子関係の捜索の訴えを提起
することを放棄することは認められない｡ 2005年オルドナンスによって, それ
までの311条の９がそのまま本条に移動された｡
本条１項は, まず, ｢親子関係に関して下された判決は, それについて何ら
当事者でなかった者にも対抗できる｣ と規定し, 親子関係に関する判決が対世
効 (erga omnes) をもつことを宣言する｡ これは親子関係に関する判決の特殊
性である｡ しかし, そのことが当事者でなかった者に不利益となることもなく
はない｡ そこで, 本項はそれらの者が第三者異議の訴え (tierce opposition)
を提起する権利を有することを規定した｡ 2005年オルドナンスは, 判例 (Civ.
1re, 11 juin 1991, Bull. civ. I, n200) に従い, それまでの規定に (それまでは311
条の10に規定されていた), ｢訴えがそれらの者に開かれている場合｣ に限定す
ることを追加した｡ したがって, 訴えを提起できるのが特定の者に制限されて
いる, 母子関係捜索の訴え (⇒325条), 婚外父子関係捜索の訴え (⇒327条),
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第324条 ① (2005年７月４日のオルドナンス第759号)《親子関係に関し
て下された判決は, それについて何ら当事者でなかった者にも対抗できる｡
それらの者は, 訴えがそれらの者に開かれている場合には, 第321条に記
される期間内に第三者異議の訴えを提起する権利を有する｡》
② (1972年１月３日の法律第３号) 裁判官は, 判決が共通に下されるべき
であると判断するすべての利害関係人を訴訟に参加させることを職権で命
じることができる｡
Art. 324 (Ord. n2005759 du 4 juill. 2005) Les jugements rendus en

de filiation sont opposables aux personnes qui n’y ont point 
par-
ties. Celles-ci ont le droit d’y former tierce opposition dans le	

l’article 321 si l’action leur 

ouverte.
(L. n723 du 3 janv. 1972) Les juges peuvent d’office ordonner que soient
mis en cause tous les 
auxquels ils estiment que le jugement doit

rendu commun.
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父性推定回復の訴え (⇒329条) においては, 第三者異議の訴えは受理されえ
ない｡ これに対して, 身分占有認定の訴え (⇒330条) から生じた判決に対し
てはそれは可能である｡ なお, 第三者異議の訴えは, 10年の時効に服する (⇒
321条)｡
本条２項は, 2005年オルドナンスによる改正までの311条の10・２項と全く
変わっていない｡
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422(817) 法と政治 64巻 3号 (2013年 11月)
